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科内容及び、その取扱いについては学習指導要領の基準による」との規定が置かれ，学習指導要領の法制

上の位置がここに体系づけられることになった。

さて，その内容を瞥見すると， rこれまでの教育では，その内容を中央できめると，それをどんなと
ころでも，どんな児童にも一様にあてはめて行こうとした。だからどうしても画一的になって，教育の

実際の場での創意や工夫がなされる余地がなかったJ，rこの書は，学習の指導について述べるのが目的
であるが，これまでの教師用書のように，一つの動かすことのできない道をきめて，それを示そうとす

るような目的でつくられたものではない」等とある。すなわち，一つの動かすことのできない道をきめ

ていた戦前の教師用書とは異なり， r試案」の二文字からもうかがい知れるように，学習指導要領とは，
たんなる指導助言文書であるに過ぎず，教師達が教育活動を進める際の「目安」の域をあくまで越える

ものではない旨を，同要領自ら繰り返し強調する内容となっている。その意味で，昭和22年学習指導要

領は，戦前・戦中教育行政の誤ちを踏まえて示された文部当局側の決意宣言である，といってもよいだ

ろう。したがって，憲法・教育基本法を頂点とする戦後教育法制の理念の初等中等教育における個別具

体的なプロトタイプは，この昭和22年学習指導要領に最も端的に見出せようというものである。

いうまでもなく，戦後の教育法制は戦前・戦中の教育行政観の否定のうえに成り立ったものである。

さらにここで，戦後教育法制そのものは，誕生の経緯からいって，アメリカ流の教育行政理念に裏打ち

されたものであり，学習指導要領もその枠組みのなかで把えられなければならないということを今一度

押さえておく必要がある。

アメリカ流教育行政理念の輪郭を探るには，戦後教育改革の大綱的指針となった昭和21年，連合国軍

最高司令官宛提出された第一次アメリカ教育使節団報告書が参考となろう。

同報告書は，大要， r教育の民主化j，r教育の地方分権化j，r教育の自主性尊重jの三つの理念を，
戦後日本の教育行政が依るべき必須理念であるとした。それはまた， これら理念の対極に位置する，

「教育の官僚統制j，r教育の中央集権化j，r教育の自主性軽視」といった教育行政観の戦後教育法制に
おける否定をも同時に意味する。前記学習指導要領のあり方に影響を与えたと恩われる同報告書の，

「結局中央官庁は，教授の内容や方法，または教科書を規定すべきではなく，この領域(傍点筆者。教

育内容行政全般を指すものと考えられる)における活動を概要書，参考書，教授指導書等の出版に限定

すべきであるといふことになる」とする指摘は，それを如実に証明しよう。

こうした考えを立法化させていく過程で主導的役割を担っていたのが，連合国軍最高司令部内の教育

担当部局であった民間情報教育局(以下英略， C 1 E)である。当時のCIEの立法意思・目的を抜

きに教育関係法令の解釈を行うことは，御都合主義的解釈との批判を免れることのできない所以である。

さて，学習指導要領についていえば，教育の地方分権主義を主唱するCIEは，地方の実情に応じ，

各地方教育行政機関がめいめいに定めるのがよい，という考えであった。ただ，地方教育行政機関と

はいっても，発足後日も浅く，人員，予算とも充分ではなかったため，昭和24年公布の文部省設置法

は，理念と現実の妥協を図るべくその附則第6に， r初等中等教育局においては，当分の間，学習指導
要領を作成するものとするO 但し，教育委員会において学習指導要領を作成することを妨げるものでは

ない」との規定を敢えて置かざるをえなかったのである。永井憲一教授の， r本条の規定は，戦後にお
ける教育課程法制の基本理念からすれば，その但書の方が制度原理にもとづく原則規定であって，本文
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の意味で，この Nevlraska事件判決は，私立学校存立の法的根拠が，連邦憲法修正第14条の保障する

親の教育の自由に由来するものであるという唆示を与えてくれるはじめての判決でもあったのであるc

かかる系譜をひきつつ私立学校存立の法的根拠についてより掘り下げた判示がなされた事例が， 1925 

年の Piercev. Society of the Sisters of the Holy names of Jesus and Mary Cand Pierce v. Hill 

Military Academy)事件判決である。事件の概要は，オレゴン州内に居住する 8才から16才までの児

童・生徒に原則として公立学校への就学義務を負わせることを骨子とする州法の施行が争われたという

ものである。判決では， IRights of attendance at private school C私立学校に就学する権利)Jも

Nevlraska事件の例と同様，それは連邦憲法修正第14条の保障する自由権であるとし，何人たりともこ

れを侵害しえないことをあらためて確認した。と同時に，本判決は， I子どもは単に州、!の被造物ではな

く，子どもを蓑育し，その運命を左右するものこそが，子どもに将来なさなければならないことを認識

させ，そのための準備をさせる高度の義務をともなう権利を有」すると説示したうえで， こうした権

利は，子どもの本源的監護者である親の教育の自由に由来するものであることを言明した。すなわち，

本判決を通して，私立学校存立の法的根拠は，私立学校における教育の自由，私立学校に就学する自由

(私立学校選択の自由)等を内実のーっとする親の教育の自由に存ることが明白にされたのであるO

もちろん，以上これまでの判例においても，親の教育の自由の絶対性が認められたわけではない。ま

た，これらの連邦最高裁判所判決は，あくまで私立学校教育の権益の不可譲性を立証したにとどまり，

近代学校教育制度における公立学校教育の重要性を軽んじているものでもない。だから例えば，親が子

どもを公立学校に就学させながら，該学校の(州あるいは地方教育委員会の定めた)教育内容を拒否さ

せる権利を有するのか否かという点については，上掲の諸判決のみから結論づけることはできないし，

それは今日なお未解決の問題となっている。

先進自由主義国家アメリカにおいても， I国民教育」という今世紀の一大理念の，公的教育機関を必

要不可欠の主要素とする近代学校教育制度樹立・整備への要請は，私立学校の存在事由を一度は問い直

す歴史的必然を伴うものであった。しかし同国の私立学校は，公的機関といえども事実上私立学校の

存立が困難となるような法令の制定や政策をとることはいうに及ばず，その教育内容を一方的に統制す

ることは，親の教育の自由に対する重大な侵害であり許されないという憲法法理を1920年代の連邦最高

裁判所判決を通じて確立せしめたのである。

以上を念頭に置くと， C 1 Eが，学校の設置主体上私立と看なされる学校は，公的樹調からの「支配・

統制」的関係には本来なじまない存在であると考え，私立学校行政は非権力的なものであるべきとする

意向を有していたことはまず疑いえないところであろう。そうであればこそ，日本私学団体総連合会の

要求に，一見寛大に過ぎるとも思われる理解を示したことにも納得が行こう。ただし，一言付言するな

ら， B本側の私立学校関係者達が， C 1 Eの考えの背景にある親の教育の自由の「とりで」としての私

立学校観をどこまで理解していたかは疑問である。私立学校存在の根基に係わる判例等の蓄積のない当

時のわが国にあって(もっとも，今日でも事情は同じであろう)，日本私学団体総連合会による種々の

要求も，戦前・戦中私立学校行政に対する単純な反発に起因するものであったことは充分想像できるか

らである。

しかし，ともかく，戦後教育法制出発時の理念は，学校教育の公共性を侵さない範囲であるならば，
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